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Accenture 企業概要
世界中のクライアントにサービスを提供しています。⽇本においても約60年の歴史があり、
社員数も16,000⼈に達するなか、⽇本に“真に“貢献できる企業を⽬指しています。

「ストラテジー & コンサルティング」「インタラクティブ」「テクノロジー」「オペレーションズ」の4つの領域で幅広いサービスとソリューションを提供
領域横断で国内外で多くの教育機関向け⽀援実績を保有し、知⾒を蓄積した専⾨スタッフによる⽀援をしております

⽇本 グローバル・グループ
名称

売上⾼

従業員数 約16,000⼈
（2021年3⽉1⽇時点）

創業

設⽴ 1995年12⽉ 1989年

代表者 代表取締役社⻑
江川 昌史

約53万7,000⼈

所在地 東京都港区⾚坂 世界52カ国200都市以上

443億USドル
(2020年8⽉期)
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数字で⾒るアクセンチュア
巨⼤なグローバルネットワークをもとに、多種の最適なサービスを提供することにより、結果として、多くのお客様より、
⾼い信頼関係のもと、ビジネスパートナーとして選定頂いています。

億USドル443
2020年8⽉期︓ グローバルグループ全体売上⾼

売上は堅調に成⻑中 優良なお客様企業のビジネスパートナー
として
世界のトップ企業100社*のうち91%がアクセンチュアのお客
様です。誰もが知っている商品やサービス、そして政策まで実
はアクセンチュアが⽀えているという事実にきっと驚くことでしょう

97%
10年以上の
継続取引

取引実績上位

100社

単純なプロジェクトの発注先としての実績を超え、お客様のビ
ジネスパートナーとして⻑期的な成果創出、そして次の課題
解決へと歩みを進めていくことが私たちの誇りです

約4兆8,730億円 * 1US$=110円で換算

2015 2016 2017 2018 2019 2020

329 348 367
410

432 443

* ⽶「フォーチュン」誌発表

91% FORTUNE

100

⼈以上16,000
2021年3⽉1⽇現在

巨⼤なグローバル企業

アクセンチュア ジャパンの従業員数

グローバルグループ全体の従業員数

カ国52
都市200

世界のビジネス拠点数

万53 ⼈以上7,000



2.教育機関に今後求められること/考えていくべきこと
少⼦化を背景とした教育機関の間の学⽣獲得競争が激化していく中で、競争を勝ち抜くためには、課題発⾒・
解決⼒を育成できる“教育⼒の強化”が必須となっています。

2030年の都道府県別⼤学の定員充⾜率1 これからの教育機関に求められる“教育⼒”2
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: 75%未満

: 75%〜80％未満

: 80%〜90％未満

: 90%〜100％未満

: 100％以上

p 少⼦化を背景に、学⽣獲得競争が激化
⇒学⽣獲得競争に敗れた教育機関は、定員を⼤幅に

割り込み、経営が⽴ち⾏かなくなる可能性あり

創造的な課題発⾒・解決⼒

データとAIの発達により、「与えられた仕事をこなす」⼒は不要に
代わりに、⾃分なりの問いを⽴て、⾃分なりの⽅法で、⾃分なりの答えを出す⼒

(＝創造的な課題発⾒・解決⼒)が求められている

適していない

従
来
の
教
育

画⼀的な⼀⻫授業
• 学ぶ意味や将来像の未追及、受け⾝
の学修姿勢蔓延、批判的思考の未
習得という課題が指摘されており、
現代に求められる能⼒の育成には適し
ていない

今
後
の
教
育

学修者中⼼の教育
• 「⼈それぞれ適した学び⽅は多様である」
ことを正⾯から認め、⼀⼈⼀⼈の学修者
の問いや興味関⼼、学修レベルや学修ス
タイルに合わせて、「学びの⽣産性」を最
⼤化を進める学びの場を推進

1 リクルート進学総研「2030年の⾼等教育」
2 経済産業省「「未来の教室」とEdTech研究会 第１次提⾔」(2019)



「創造的な課題発⾒・解決⼒」の育成のため（EdTechの活⽤）
創造的な課題発⾒・解決⼒を持つ学⽣を育成していくために、EdTechを有効活⽤していくことが期待されている
が、COVID-19の発⽣でリモート対応の必要性が⽣じたことにより、テクノロジーを教育現場に活⽤することの必要
性が増しています。

2.教育機関に今後求められること/考えていくべきこと

「創造的な課題発⾒・解決⼒」の育成

学びの”STEAM化”1 学びの”⾃⽴化・個別最適化”1

p 様々な個性を持った学⽣たちを、未来を創る
当事者(チェンジメーカー)になれるように育成

p 学⽣たちが未来に向けた社会課題に触れ、ワクワクする感覚を持つ
p 必要な知識の習得(知る)と探求プロジェクト型学修による課題発⾒・解決の
試⾏錯誤(作る)が循環する学びを実現

p ⼀⼈ひとり異なる個性を前提に、デジタルに記録された「個別学修計画」と
「学修ログ」を基に多様な学び⽅の選択肢を実現

ü デジタル教材で数学を学び、学んだ定理を
応⽤し、ロボットプログラミングを実施

ü 農業⾼校の農園で、アグリテックを活⽤した、
実証事業を通じた学びを実施

ü 3万問以上の問題を搭載し、⽣徒の学修
進度に合わせた問題を分析、出題

ü 学修結果に応じて問題を再出題する機能
個々のレベルにあった英語学修を実現



“Digital”と”Real”を融合させ教育モデルを変⾰
既存の教育を単にオンラインに置き換えるのではなく、オンラインを基礎知識を習得の場、リアルを実践・応⽤や教
員による個別フォローの場と位置付け、両者を強みを組み合わせた新たな教育モデルを創り上げることが重要です。

2.教育機関に今後求められること/考えていくべきこと

オンライン教育で想定される課題 “Digital”と”Real”を融合した⽬指すべき教育

オンラインでは
実施できない
教育が存在

学⽣の
モチベーション
維持の難しさ

ITリテラシーや
IT教育への理解
の差が教育格が
広がる可能性

あり

p ゼミ、フィールドワーク、実習、サークル・部活
動等実際の場に出る必要のある活動につい
ては、オンラインのみでは⼗分に効果が得ら
れない

p ⾃宅等で⾃主的に学修を進める必要があ
るが、理解ができない際や、娯楽等の誘惑
に負け学修のモチベーションが低下するリスク
あり

p ITを使い来ないしている学⽣とそうでない学
⽣の間に理解⼒の差が⽣まれ、教育格差
が発⽣する可能性あり

p 家庭のIT環境や保護者のIT教育への理
解・サポートによって教育成果に差が⽣まれ
る可能性がある

1⼈1⼈が
好奇⼼を持ち
学び続けられ
るサイクルを

創出

p オンラインで学んで事項の実践や応⽤(ゼミ、グループワークやPJT等)や、オンラインで習得
できなかった知識や、進路の悩み等について教員がフォローする場としてリアルの場を活⽤

実践・フォローの場としての”Real”な教育

p 各教科のベースとなる知識のインプットや、習得度合いの確認、復習等はオンラインで実施
し、知識の定着を図る

p オンラインで基礎知識を習得することで、実践や応⽤にリアルの場で没頭する時間を捻出

知識習得の場としての”Digital”な教育



“Digital”と”Real”を活⽤した教育モデルのメリット
“Digital”と”Real”を融合した教育を提供することで、地理的制約を緩和しながら学⽣獲得の裾野を広げることが
可能になり、将来的には海外(特に⽇本に関⼼の⾼いアジア地域)のニーズにまでリーチできる可能性も広まります。

2.教育機関に今後求められること/考えていくべきこと

1⼈1⼈が
好奇⼼を持ち
学び続けられ
るサイクルを

創出

知識習得の場としての”Digital”な教育

実践・フォローの場としての”Real”な教育

“Digital”と”Real”を融合した教育を
提供することで通学機会を削減でき、
地理的制約が緩和されるため、

国内のあらゆる地域から
学⽣を獲得することが可能

将来的には、
海外(特に⽇本での教育に
関⼼が⾼いアジア地域）

の教育ニーズ取り込むことができる
可能性が広まる



デジタルトランスフォーメーションとは（⼀般定義）

DXとは、その名の通り、
Transformationを志向する取り組み

社会の在り様や⼈々の価値観の劇的な変化（パラダイムシフト）が⽣じる中で、
各業界における競争環境は変化

その環境変化において、各法⼈・企業としての社会価値（Enterprise Value）を維持し、
⾼め続けていくために、経営や事業活動の在り⽅を“変⾰（Transform）”していくことが
求められている

“デジタル”を変⾰の武器として、この課題に挑む取り組みが、DXである

※トランスフォーメーションを伴わないデジタル化、⾃動化に留まっているケースが往々にしてある

社
会
価
値

時間

オペレーションのデジタル化

顧客体験の
デジタル化

既存の
ビジネスモデル

新たな
ビジネスモデル

Transform

DX戦略の考え⽅



デジタルトランスフォーメーション成功の要諦
将来の不確実性が⾼まる中で、⾃ら積極的にデジタル社会化の機運をつかみ、
⾜許と将来を⾒据えた態勢シフトする“Wise Pivot（賢い転換）”が求められています。

態勢シフト
[Wise Pivot]

⾜許コア事業
の強化

新たな事業価値
の創出

既存
ビジネスモデル

新たな
ビジネスモデル

MAKE A
WISE 
PIVOT

TRANSFORM
THE CORE

GROW
THE CORE

SCALE
THE NEW

時間

社
会

価
値

• 新たな収益の柱の確⽴
• 新たな顧客体験*の提供と
顧客・収益の獲得

など
*⼤学においては学⽣、教職員はじめ、学内外の様々な
ステークホルダーの体験を⾔う

• 既存事業の加速
• コアのアジリティ獲得
• 新事業加速・既存シフトができる体質

に

• 抜本的効率化
• データを活⽤した新たな
経営の実現、事業の⾼度化

など

Source: アクセンチュア作成

3.⼤学デジタルトランスフォーメーション成功の要諦



デジタルトランスフォーメーションを進める上での壁
⼤学におけるデジタル改⾰をより活性化・促進していく上では、乗り越えるべき課題があります。

3.⼤学デジタルトランスフォーメーション成功の要諦

デジタル改⾰への要求 実現に向けた壁

学⽣・教員向け
サービスの強化

事務の効率化・
⼤学経営の⾼度化

デジタル改⾰に係る
リソース(⼈財・お⾦・システム・
データ)・アセットの確⽴

外部との協業・共創による
エコシステム形成

• 教育“質保証”と学⽣・教員向け
サービスのデザイン

• リーンスタートを可能とする、アジャイルなサービス
提供

• デジタルケイパビリティ充⾜・補完
• デジタルサービスのスケール化・量産化
• ⾃学の強みのデジタルアセット化・
プラットフォーム化

• 先進Tech企業・外部パートナーの⽬利きと
コラボレーション

• パートナーとの新たな価値共創
(Win-Winのビジネスモデル構築)

• ⼤学の本質的競争⼒とデジタル化の
本然と戦略

• Tech活⽤による事務の効率化、及び
データ活⽤による経営の更なる⾼度化

不明瞭なデジタル変⾰のゴールと戦略

未知のアプローチに対する不安・抵抗感

組織の壁（キャンパス／学部・学科、
部⾨に閉じた取り組み）

PoC⾃体の⽬的化（不明確な終了基準)

リソース（カネ・ヒト）確保と
意思決定の遅さ

新たなアイデア創出の⼈材獲得・スキル維持

サイロ化されたデータ対外システムとの
接続性の低さ
スタートアップ・外部パートナーとの
オープンな連携ノウハウの不⾜
多様な⼈財とのコラボ⽂化・⾏動様式・
ワークプレース環境の不備



4.テクノロジー視点から⾒るDXで⾼い成果をあげるためのポイント

デジタルを前提とした組織への変⾰

データ利活⽤促進を基軸とした
データ・分析基盤の確⽴

エコシステムの創出

• 様々な学事イベントに合わせて業務量が変化する⼤学事務において、デジタル技術（RPA、AIなど）の
活⽤は⼤きな効果が期待できる。

• ⼀⽅、デジタル化・⾃動化施策を散発的に⾏っていないか。
⼤学DXの出⼝戦略を⾒据え、各施策間の連続的ストーリーを意識したロードマップ策定、全学横断
的な取り組みとして段階的なステップで展開していくことが、効率化効果を最⼤化することに繋がる。

• 経営環境の変化、学⽣、⼤学で働く教職員はじめ個々⼈の志向・価値観が多様化する中でデータ活⽤
による⼤学運営への転換は喫緊の課題である。

• ⼀⽅、個⼈情報・プライバシーデータに対するユーザーの意識、規制強化に伴いデータ収集・取扱いには
⼀層の配慮と留意が必要である。

• 学内のデータを可視化し、全学として戦略的に収集・蓄積するデータを⾒極め、⼤学DXの中核として
継続的にデータを収集・蓄積・分析できるセキュアなデータプラットフォームを構築することが肝要である。

• ⼤学だからこそ体験・経験できる学⽣への価値提供や、教職員、様々なステークホルダーのニーズにこたえ
ていくためには、⼤学単体では限界があり、他⼤学・⺠間企業・⾃治体などとのエコシステム形成が必要
となってくる。

• また、従来からの対⾯による学⽣⇔教職員、学⽣同⼠などのコミュニケーションに加え、デジタルサービス
（チャットボット、コミュニティツールなど）を有機的に組み合わせていくことで、学⽣の⾃⼰成⻑をサ
ポートし、結果として⼤学⾃体の魅⼒度向上につなげていく。



⼤学DXを下⽀えするDXシステム基盤-“⼤学OS”の確⽴
DX推進に伴う各施策をタイムリーに展開するためのDXシステム基盤の実現。Googleが提供するエンドツーエンド
のデータ分析プラットフォームを活⽤しながら全学でのデータ利活⽤を加速させる。

4.テクノロジー視点から⾒るDXで⾼い成果をあげるためのポイント

教育・研究関連 法⼈運営・社会連携

共通システム基盤

既存のレガシーIT基盤等
（財務、⼈事、教務、研究⽀援、図書館など）

企業/他⼤学/政府等の連携先機関
（研究連携、オープンデータ連携、ID認証基盤など）

• 研究者/テーマサーチ
• 研究領域、研究チーム単位

の協働ツール
• 研究成果共有

研究者コラボレーション
• 学修ログの確認
• ⽬標設定、⼊学後からの

成⻑曲線可視化
• ロールモデル提⽰

学修状況・成⻑可視化
• 公募情報、連携先候補企

業の紹介
• 候補研究者のサーチ、コミュ

ニケーション

産学連携マッチング
• ⼊学志願者/学⽣/保護者/

企業とのチャット窓⼝・AIコン
シェルジュ

• 事務のロボティクス化

AI Chatbot/RPA
• マーケティング効果、利⽤者

⾏動分析
• 候補リストの⽣成
• 導線リード

マーケティングオートメーション
• オンラインサロン、よろず相談

の提供
• 学内アンケート、各種統計・

調査結果の公表

コラボレーション・ポータル
• ⼤学経営状況、

経営KPIの可視化
• ボトルネックに対する

ドリルダウン、分析

経営ダッシュボード

共通ID、メール/SNS/モバイル・ブラウザ

マルチステークホルダー（学⽣/教員/研究者/職員/卒業⽣/連携企業・政府機関関係者/地域住⺠ など）

デジタル
サービス層
（例）

共通
基盤層

コミュニケーション基盤
（ポータル/パーソナルサーチ/統合認証/⼤容量⾼速ストレージ/⾼速ネットワーク）

データマネジメント基盤
（個⼈情報・パーソナルデータ管理/教育・研究に係るデータ管理/コンテンツ、
IF/外部連携API/データフォーマット変換、データ分析機能、データカタログ）

AI/Analyticsによるビッグデータの最⼤活⽤

多様なデバイスからのアクセス、直感的なUI/UX

既存システム、連携先機関・⾏政とはAPIでシームレス連携

⼤学DXとともにアプリケーションは柔軟かつ継続的に成⻑・変化

学⽣ 教員 職員 企業・機関 地域住⺠卒業⽣ 社会⼈保護者

データ

BigQuery Cloud SQL Cloud Strage
蓄積 分析

SheetsデータポータルLooker

活⽤

コミュニケーション基盤となる
Google Workspaceとの連携

ログ分析への活⽤



Thank You


